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１．ＩＴ利活用の変遷 
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ＩＴ利活用の変遷 

①2000年代前半 ②2000年代後半 ③2010年代 

インターネットの急速な普及 
       ↓ 
・全産業で効率化が進展 
・ＢtoＣを中心にネットビジネス
が発展 

ＳＮＳやモバイルの普及 
        ↓ 
個人データの蓄積・利活用
が進展 

  ＩｏＴの拡大 → 
 
 
  ＡＩの進化  → 
  

ITの急速な技術革新に
よる急激なビジネス環境
の変化への対応が必要 

現在 

自動化が進展 

           
産業構造を含め全産業のビジネス
を大きく変革する可能性も 

モノのデータ化・ 
自動制御が進展 

Mobile to Mobile PC to PC Thing to Thing 

・ＳＮＳ  Ｓocial Ｎetworking Ｓervice （社会ネットワーク）   
・ＩｏＴ  Internet of Things （モノのインターネット） 
・ＡＩ Artificial Intelligence （人工知能） 



< 

○インターネットの急速な普及や検索技術の向上により、全ての産業において、取引コストの
低減など、ビジネスの効率化が進展。 

○新たなネットビジネスが登場し、急速に成長。米国企業はグローバルに展開した一方、日本
企業の多くは国内にとどまっている現状。 

①インターネットの普及（2000年代前半） 
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１２５兆円 １０４兆円 
（日本の時価総額トップ１２社合計） 

出典：平成２６年「ベンチャー有識者会議とりまとめ」を基に、2014年12月5日時点に経済産業省修正 

（米国の代表的ベンチャー１２社合計） 

時価 会社名 兆円

12 日産自動車（株） 5.1

11 キヤノン（株） 5.2

10 （株）デンソー 5.2

9 （株）三井住友ＦＧ 6.3

8 ホンダ（株） 6.8

7 ＫＤＤＩ（株） 6.8

6 ＮＴＴ（株） 7.1

5 ＪＴ（株） 7.3

4 （株）ＮＴＴドコモ 8.1

3 ソフトバンク（株） 9.3

2 （株）三菱ＵＦＪ ＦＧ 9.9

1 トヨタ自動車（株） 26.5
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②ソーシャル・モバイル・クラウドの普及（2000年代後半） 

企業 

個人 

ソーシャルネットワーク等 

双方向 

双方向 

＜SNSの世界における月間利用者数＞ 

出典：各社公表資料等を元に経済産業省作成 

（億人） 

出典：ＩＤＣ「国内非構造化データ向けストレージシステムの需要動向」 

（2014年各社最新データ集計月） 

＜全世界で生成・複製されたデジタル情報の総量＞ 

○ＳＮＳやモバイルの普及により、個人が情報発信する時代に。クラウドの普及等と相まって、デ
ータ量が急増。主にBtoC市場でデータを活用した新たなビジネスモデルが登場。 

○SNSでも、米国企業はグローバルな展開で先行し、世界で多くの利用者を獲得。 

新サービス 
 

個人の趣向に合わせたマーケ
ティング・ニュース配信等          

 

（ペタバイト） 
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http://otakei.otakuma.net/archives/2013110604.html/facebook%e3%81%8a%e7%9f%a5%e3%82%89%e3%81%9b
http://www.youtube.com/user/medjazzoita
http://otakei.otakuma.net/archives/2013110604.html/facebook%e3%81%8a%e7%9f%a5%e3%82%89%e3%81%9b
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○収集・蓄積・解析の全ての面におけるITの技術革新により、「ビッグデータ」が利用可能に。 
○３V（Volume（量）、Variety（種類）、Velocity（速度））を特徴とし、新たな「経営資源」として多く

の企業が競争力強化の鍵として期待。 
○ビジネスに止まらず、社会分野等の幅広い分野での活用の可能性も。 

（参考） ビッグデータとは 

Volume（データ量） 

Variety（データ種類） Velocity（データ発生頻度） 

①ベタ、ゼタバイト規模の 
大量のデータ 

②ＳＮＳ、音声、センサー、位置、
ログ情報など多様なデータ 

③リアルタイムにデータを取
得し、処理することも可能 

ビッグデータの特徴（３Ｖ） 

ビッグデータ  

ビッグデータ利活用が実現する 
３つのイノベーション  
 

①事業運営の効率化 
 （プロセス・イノベーション） 
②潜在需要を喚起する新商品・サー
ビスの開発・提供 

 （プロダクト･イノベーション） 
③社会的課題への対応 
 （ソーシャル・イノベーション） 

○過去/現状の把握 （モニタリング） 
○パターンの発見、予測 
○最適化 

（従来）単純な業務データの分析による人の作業の代替 

収集・蓄積・解析技術等の進歩により 
以下のようなデータの利活用が可能に。 



（参考） ビッグデータ利活用の例 
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出典：富士通ホームページ
http://pr.fujitsu.com/jp/news/20
13/05/7.html 

○ 山崎製パンは、大量の受注情報をリアルタイムで一元管理
することにより、予測に頼らず、受注した数量に見合う生産
を可能とした。 

○ これにより、製品廃棄ロス等を約4割減少させ、コスト削減
を実現。 

○ あいおいニッセイ同和損保は、車載器からの走行データを
受信することで、顧客の走行距離に応じた保険料を算出。 

○ 1キロ単位の走行距離に応じた合理的な保険料により、     
自動車ユーザーの車両維持費低減を図る。 

＜プロセス・イノベーション＞ ＜プロダクト・イノベーション＞ 

出典：トヨタ自動車公表資料 
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○あらゆるモノがネットワークでつながり、リアルタイムでのデータ化・自動制御が進展。 
○これにより、あらゆる産業でデータの利活用が可能に。 
○製品の機器売りではなく、製品を使ってサービスを提供する「製品のサービス化」も進展。 

③ＩｏＴの進展 

衛星 

メーカー、代理店、顧客 

KOMTRAXシステム端末 

位置情報 

稼働情報 

プロダクトサポート（「生産財を止めない」）サービス 
（例：エンジン稼働状況の把握による部品交換リコメンド、故障予兆の把握による

メンテナンスアドバイス、盗難リスク軽減等） 

顧客オペレーションの改善 
（例：アイドリングやオペレーションモードの選択といった機械の使われ方や現場

の負荷状況などの把握による省エネ運転への改善指導等） 

新商品・新サービス開発・設計 

多様なサービス 

＜データを活用したビジネスの高度化の具体例＞ 

コマツは、建設機械から得られる情報（位置情報、稼働情報）を最大限活用し、ユーザー動向を正確に把握。アフターサービスや
ソリューションを高度化させ、ハード単体から「ハード＋サービス」でのビジネスモデルへと転換。 

KOMTRAX導入後 

車体 

価
値 

ハード 
保守・ 
メンテ費 

燃費 
削減 

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ
改善 

サービス 

KOMTRAXデータを活用した 
新領域への進出 

データ 

追加コスト 

ＫＯＭＴＲＡＸ概略イメージ 

出典：コマツ公表資料等より経済産業省作成 
時間 
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○機器のコンピューター化に加えて、分析技術や制御技術の進化により、現場(real)から大量のデータを収集し、業務

（製造、流通、運営）モデル、経営モデル等についてバーチャルに現場を再現した上で、「多種多様かつ大量データ
の解析(digital)」を行い、「高度な判断サービスや自動制御(intelligence)」を実現することが可能に。 

（参考） ＩｏＴとは 

情報通信 製造 
（工場） 

ヘルス 
ケア エネルギー モビリティ 行政 

(インフラ) 

real → digital 
 

情報収集 
 

センサ性能の進化 

digital → intelligence 
 

情報の蓄積・
データ解析 

 

メモリ、処理アルゴリ 
ズム（統計的機械学習） 

の進化 
 

intelligence → real 
 

 処理（制御） 
 

プロセッサ等の 
性能の進化 

 
 
 

振動発電 熱電発電 

無線LAN スマート 
フォン 

現場データの収集 

カメラ 

センサ 

スマートメーター 
バイタルセンサ 

車載センサ  

水処理分
野 

ウィルスセンサ 

モニタリングセンサ 

需要者に合わせた効率
的なインフラ運営の実
現 

需要者に合わせた
移動の実現 

需要者に合わせた効
率的なエネルギー供
給の実現 

需要者に合わせた健
康・介護の実現 

需要に合わせた効率
的な工場生産の実現 

需要者に合わせた効
率的な商品提供の実
現 

目的に応じた「最適な組合せ」 異なる分野の機器、システムの連携 

データベース データベース データベース データベース データベース データベース 

高度な判断サービスや自動制御の実現 

モデル モデル モデル モデル モデル モデル 

･･･ 

･･･ 

･･･ 

･･･ 

産業の垣根を越えた新サービスの広がり イ
ン
ダ
ス
ト
リ
ー

4
.0
に
代
表
さ
れ
る
新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
サ
イ
ク
ル

 

IoT 
情報の活用 

ビッグデータ･ＡＩ 

http://pixabay.com/ja/%E8%BB%8A-%E9%BB%84%E8%89%B2-%E3%82%B9%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%84-%E8%87%AA%E5%8B%95%E8%BB%8A-%E8%BB%A2%E6%8F%9B-%E4%BA%A4%E9%80%9A-%E8%BB%8A%E4%B8%A1-42574/
http://pixabay.com/ja/%E3%82%BF%E3%83%AF%E3%83%BC-%E3%83%9E%E3%82%A4%E3%82%AF%E3%83%AD%E6%B3%A2-%E3%83%AF%E3%82%A4%E3%83%A4%E3%83%AC%E3%82%B9-%E4%BF%A1%E5%8F%B7-%E6%B3%A2-%E3%82%B7%E3%83%B3%E3%83%9C%E3%83%AB-%E3%82%A2%E3%83%B3%E3%83%86%E3%83%8A-34981/


9 

○IoT及びAIの更なる進化により、あらゆるモノのデータの蓄積・解析が一層進展。 
○すり合わせ等の暗黙知が形式知化され、熟練技能を置換。イノベーション創出のための「知

の創造サイクル」が高速回転化、さらにはAIによる自動回転化の可能性も。 

④IoT・AIの進化 

ＩｏＴ等によるデータ化の進展 

ＡＩによる自動回転化の可能性 

高速回転化 

＜組織的知識創造プロセスにおける変革＞ 

学習により猫を認知できるように。 

クイズ番組では人間に勝利。 

自動回転化 

経験を共有することによっ
て他人の暗黙知を獲得
る。（観察、模倣、OJT、ブ

レインストーミング、インタ
ビュー） 

言語や図表、数式
によって暗黙知を 
形式知に変換する。 

形式知同士を組み
合わせて体系化／
統合化する。（プロト
タイプ、要素技術） 

形式知を実践し、体験を
通じて自ら使いこなして
いく。（新製品の使用、
生産工程の立ち上げ、
プロジェクト管理） 

出典：SECIモデル（一橋大学 野中郁次郎・竹内弘高、1994） 

＜進化を続けるAI＞ 

http://blogs.yahoo.co.jp/sakuragawa_kaitoku/GALLERY/show_image.html?id=38095304&no=0
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○IoTの各産業への浸透は深化し、随所で新たなビジネスモデルを輩出。 
○また、従来浸透していなかった製造業を含め、全ての産業において、既存のビジネスモデルや

産業構造の大変革が不可避に。 

④IoT・AIの進化 

小売 医療 

都市経営 交通 

・リアルタイムの生体情報 
・遺伝子情報（ヒトゲノム） 
・過去の診断結果（電子カルテ） 
・生活習慣データ 
・医療・生命科学関連文献 等 

予
防
医
療
や
、
個
人
に

あ
っ
た
オ
ー
ダ
ー
メ
イ
ド

治
療
が
可
能
に
。 

 

解
析 

・過去の購買 
・ツイート情報 
・販売、欠品、売れ残り情報 
・販売日時 
・製品の設計データ    
・生産設備の稼働状況 
 

需
要
を
予
測
し
、
開
発
・
生

産
。
（
廃
棄
・
在
庫
ゼ
ロ
） 

顧
客
好
み
の
商
品
を
推
薦
。 

解
析 

・車両位置、標識、 
      白線のデータ 等 
・過去の事故の場所・発生原因

データ 等 
・過去の走行履歴 等 

（インフラに設置したセンサーから
様々なデータを取得） 
・自然・気象のモニタリングデータ 
・設備の老朽化データ 
・防犯カメラ映像データ  
・人の行動データ 

最
短
か
つ
安
全
な
ル
ー
ト
で

目
的
地
ま
で
案
内
し
て
く
れ

る
自
動
走
行
が
可
能
に
。 

 

解
析 

低
コ
ス
ト
で
効
果
的
に
、

犯
罪
・
事
故
・
災
害
を
抑

え
る
こ
と
が
可
能
に
。 

 解
析 

＜各産業への応用による将来イメージ＞ 



米国 ビジネス化の動き 
 （IBM・WATSON） 
 
○話し言葉を認識し、大量のデータベースか
ら瞬時に最適な答えを導き出すAI型コン
ピューティングシステム。 
○2011年、米クイズ番組で歴代クイズ王に勝

利し、一躍脚光。 
○2014年１月に10億ドルの投資を発表するな

ど、積極的な開発投資。 
○2014年9月、クラウド型のデータ分析サービ

ス「Watson Analytics」を発表。11月から提
供開始。社内データを分析し、「自社製品の
販売促進の要因は？」「締結出来る可能性
が最も高い契約は？」等の質問への回答を
受けることが可能に。 
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研究開発の動向 

米国 DARPA（国防総省・国防高等研究計画局） 

○ 2014年度予算は28億ドル。国防にとって重要な研究開発を分野を問わず実施。 
○最近ではリアルタイム翻訳や音声アシスタントアプリのSiri（アップル）など、その研究開発結果が民間転用。 

○ITの技術革新がもたらす将来の市場獲得に向け、米国は官民ともに先行的な研究開発投資を
強化。 

○一方、日本は既存の産業構造や技術動向を前提とし、中長期的な投資ができていない。 

市
場
開
拓
型
研
究
 

非
連
続
型
研
究
 

９割程度 １割程度 
1～2% 

技術的に極めて困難で、現時点では市場が不透明な研究 
（事業化まで１０年以上） 
例）量子ドット型太陽電池、リチウム空気電池、ダイヤモンド半導体  

例）自動車のモデルチェンジ、携帯電話の「春・夏モデル」 

既存技術の改良 
（事業化まで３年以内） 

既
存
技
術

 

改
良
型
研
究
 

※研究開発費の多い企業約５０社の技術担当役員から上図のように３分類した場合の構成比を
聞きとった結果から推定したおおよそのイメージ 

出典：産業構造審議会 産業技術環境分科会 研究開発・評価小委員会 中間とりまとめ 

技術の飛躍は必要だが、市場は見えている研究       
（事業化まで５～１０年）  
例）有機ＥＬ（発光性能の向上）、電気自動車（走行距離の拡大） 

※製品化されてはいるが、市場の拡大のために技術的課題の解決が
必要なもの 

日本企業の研究開発の内訳（※） 
 

https://www.google.co.jp/url?url=https://www.ibm.com/developerworks/community/blogs/5things/entry/5_things_to_know_about_cognitive_systems_and_ibm_watson7?lang%3Dja&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=dap1VJWYAYTm8gXR6IKQAw&ved=0CCAQ9QEwBQ&usg=AFQjCNEmRUj2tKNlxuAJpnaC9R5aLkytyw
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○IoTの更なる拡大でモノのデータ化が進むと、データを蓄積するプラットフォーマーが産業の垣
根を越える破壊的イノベーションを創出し、広範な産業に大きなインパクトを与える可能性も。 

ＩＴ企業のリアルへの進出 

＜Ｇｏｏｇｌｅの最近の取組＞ 
ロボット分野など、ソフト関連以外の企業の買収を拡大。 

Googleの自動運転カー 

・Googleは、2013年からマウンテンビュー市
で走行試験を重ねてきた自動運転カーの
プロトタイプを、2014年5月に公開。 

人工知能 

ロボット 

ロボット ロボット 

アクチュ
エーター 

ロボット ロボット 

インテリジェント
家電 

ロボット 

http://www.google.co.jp/url?url=http://arstechnica.com/business/2014/01/google-acquires-ai-pioneer-deepmind-technologies/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=_ahtVIfSLsLMmwWgqYCwBQ&ved=0CBYQ9QEwAA&usg=AFQjCNF3O_ZNuZKBw3rxi6Bk7BFEMPvJqA
http://www.google.co.jp/url?url=http://www.21stcentech.com/headlines-won-darpa-robotics-challenge-2013/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=U6ltVICcMuXAmQWutIKgAg&ved=0CBYQ9QEwAA&usg=AFQjCNFjBYEblaVkU9RxA35I_HVlBV-MFw
http://www.google.co.jp/url?url=http://en.wikipedia.org/wiki/File:Redwood_Robotics_logo.png&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=saltVJilMsG2mgXn1oGgDQ&ved=0CBwQ9QEwAg&usg=AFQjCNHzev_pVuRuJm5dWQOFOVmAV-WiVQ
https://www.google.co.jp/url?url=https://plus.google.com/103081058348050497926&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=kqptVLCBGsbcmgWhlYCgCw&ved=0CCIQ9QEwBg&usg=AFQjCNG3t8cH5uIeihHmDIX60dslMOB0TA
http://www.google.co.jp/url?url=http://www.newrepublic.com/article/116481/worst-case-scenarios-involving-googles-growing-robot-army&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=BattVKzMGoWamwWSxoK4Dw&ved=0CBgQ9QEwAQ&usg=AFQjCNFtGgFJkcahah7wCRRkTPrYuUqRyQ
http://www.google.co.jp/url?url=http://makezine.jp/blog/2013/12/robots-whats-google-up-to.html&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=BattVKzMGoWamwWSxoK4Dw&ved=0CDwQ9QEwEw&usg=AFQjCNFbK3lChtCSPd_3W9fnj9TlelaIcA
http://www.google.co.jp/url?url=http://www.roboticsbusinessreview.com/article/industrial_perception_inc._debuts_next_level_robotics_for_the_supply_chain&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=wattVM6PBuWUmwXwnIGICw&ved=0CCAQ9QEwBQ&usg=AFQjCNF8TD3V52awpPY6ZIZdtmFjRBEsAw
http://www.google.co.jp/url?url=http://www.ibtimes.com/one-chart-shows-how-important-acquisition-nest-google-1539312&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=bqtuVJitDsPwmAXQ6YLwCQ&ved=0CCQQ9QEwBw&usg=AFQjCNH00esvVCxhOGRA8UM5A2SkZDtILQ
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○IT革命以降、世界のIT関連ビジネスは米国IT企業が主導。 
 
○IoTやAIの進展により、ITによるビジネスモデルの変革が従来限定的で
あった製造業を含め、全ての産業において、既存のビジネスモデルや
産業構造の大変革が不可避。 

 
○全てのモノやサービスの性能が、PCと同様にプログラム・データで体
現され、人の熟練技能やノウハウが置き換えられる時代へ。 

仮説 



２．諸外国の動き 

14 



15 

○米国政府は、2012年、ビッグデータを活用し、国家の喫緊の課題解決を図るため「Big Data R&D 
Initiative」を発表。 

○民間では、IoTの普及に向け、GEが、産業機器をインターネットにつなぎ、データ解析による高度な
意思決定を可能とする「インダストリアル・インターネット」を提唱。シスコ、IBM、インテル等、60社以
上でコンソーシアムを形成。 

米国 

「Big Data R&D Initiative」 
・6つの政府機関（NSF、NIH、DOD、DARPA等）が、R&Dプロジェクトを開始。 
・連邦省庁から拠出される資金は総額２億ドル以上。 

Industrial Internet Consortium 
       

クラウドベースの 
安全なネットワーク 

計測機器を 
搭載した産業機器 

ビッグデータの 
アナリティクス 遠隔データ／ 

中央集中データの可視化 

物理ネットワークと 
人的ネットワーク 

インダストリアル・ 
データシステム 

機器ベースの 
アルゴリズムと 
データ 
アナリティクス 

機器の独自データの 
採取と保持 

機器への 
情報還流 

適切な 
人・機器との 
データ共有 

各種作業部会を設置し、ベストプラクティスや標準化動向等
について情報共有。また、インターネットと産業システムの標
準化策定に影響を与えること等が活動の目的。 

設立メンバー 

 （2014年3月設立 
現在68組織が参加） 

日本企業も参加 

 

各
レ
イ
ヤ
ー
で
デ
フ
ァ
ク
ト
・

ス
タ
ン
ダ
ー
ド
を
取
っ
た
企

業
が
集
結
。 

http://www.google.co.jp/url?url=http://matome.naver.jp/odai/2140133312397171601/2141291605612725903&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=IP9uVPX2GuS3mwXjloCoDQ&ved=0CBoQ9QEwAg&usg=AFQjCNGUdPydtn-51hbQ7kTml56JI_BP4Q
http://www.google.co.jp/url?url=http://www.pinpointservices.com/att/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=S_9uVM6ACOWwmwX664GYAg&ved=0CBYQ9QEwAA&usg=AFQjCNGaNoZ7iTk-dWr7Ba8vnqJii_Bg1Q
http://www.google.co.jp/url?url=http://ja.wikipedia.org/wiki/%E3%82%B7%E3%82%B9%E3%82%B3%E3%82%B7%E3%82%B9%E3%83%86%E3%83%A0%E3%82%BA&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=nf9uVPOMMcKjmwXwlYHADA&ved=0CBYQ9QEwAA&usg=AFQjCNFZ1f_Q7K5g6SPFv8q9lC-rpt2iEw
https://www.google.co.jp/url?url=https://angloafrican.com/ibm-sees-big-possibilities-for-internet-of-things/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=xP9uVPWpBOHcmAX9t4KACQ&ved=0CBYQ9QEwAA&usg=AFQjCNGy0dvLNcKP38nF1cOmu9JzKLmxCw
http://www.google.co.jp/url?url=http://matome.naver.jp/odai/2130568494914494201/2130570685514913903&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=4f9uVNrtLYO2mQX7-IDYAw&ved=0CBYQ9QEwAA&usg=AFQjCNHK4srv5QTx16DkHzP5qTJf5PYI8A
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○欧州委員会は、今後10年間の欧州経済戦略である「欧州2020」（2010年3月）に基づき、2010年  
5月、デジタル単一市場の創設を目指した「欧州デジタルアジェンダ」を公表。本年11月に発足した
新欧州委員会では、本取組を推進するため、デジタル単一市場担当の副委員長（エストニア）及び
デジタル経済・社会担当の委員（ドイツ）を新たに設置。 

○ドイツは、2011年、開発・製造・流通プロセスをIoTにより全体最適化する「インダストリー4.0」戦略
を採択。BoschやSiemens、ABB、ＳＡＰのほか、多数の企業が参加。本年8月には、本取組を強力
に推進することを含むIT戦略の行動計画「デジタル・アジェンダ2014-2017」を閣議決定。 

欧州 

 
 

  

•   
  
•   

第1次産業革命 
蒸気機関による自動化 

（１８世紀後半） 

第2次産業革命 
電力の活用 

（２０世紀初頭） 

第3次産業革命 
ロボットによる自動化 
（１９８０年代以降） 

＜標準化＞ 
2013年11月、「Industrie 4.0 German 
Standardization Roadmap」案を発表。 
 

製造現場、工場全体、データ連携等 の
Industrie 4.0関連技術で必要となる ＩＥＣ/Ｉ
ＳＯ化の動向を整理・明確化。 

＜技術開発＞ 

ドイツ「ハイテク戦略」の一環として、先端クラスターに１件当
たり、最大２億ユーロを助成。Industrie 4.0関連では「考える
工場」プロジェクトが２億ユーロを獲得。 

「欧州デジタルアジェンダ」に挙げられている7つの優先課題 
①活力あるデジタル単一市場、②相互運用性と標準化、③信頼性向上と情報セキュリティ 
④高速及び超高速インターネットアクセス、⑤研究とイノベーション、⑥デジタル・リテラシー・スキ
ル及びインクルージョンの向上、⑦ICTが可能とするEU社会への恩恵 

第4次産業革命 
 IT＋ロボット技術による 
 新たな産業革命 

重点分野（標準化、通信の高度化、情報セキュリティ、人材育成、規制、エネルギー効率等）ごとにＷＧを設置。政府は、民間
からの提案に基づき技術開発助成を実施。 

※ＩＥＣにおいて、Industrie4.0を念頭に置いたスマートマニュファクチュアリング 
 のあり方に関する議論が既に始まっている 

http://www.google.co.jp/url?url=http://dic.nicovideo.jp/a/%E3%83%89%E3%82%A4%E3%83%84&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=BgRvVKX4GcW4mwWI8YHADw&ved=0CBYQ9QEwAA&usg=AFQjCNEVv_VHZk6bN63fMk5SGFTbcFeyJw
http://www.google.co.jp/url?url=http://www.qualityaction.eu/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=Q7R1VL2cOJDk8AWds4DIAg&ved=0CBYQ9QEwAA&usg=AFQjCNHaNQJVUzvmadbgxISghM-vO-ZoSA
http://www.google.co.jp/url?url=http://www.mueller-elektronik.de/mueller-elektronik-als-partner-von-its-owl/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=1Nt2VLmlEYm58gX09IGwCQ&ved=0CB4Q9QEwBA&usg=AFQjCNH49-5NhweoJZCKXJ0WomrUkoy5-w
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○IoTの進展によるビジネスの大変革後に主導権を獲得するため、フロ
ンティアである製造業等において、新たなプラットフォームを獲得競争が
開始。 

 
○各国が戦略的な取組を進める中、我が国においては、ＩｏＴの重要性に
関する認識や、各国の対応を踏まえた取組が欠如。 

仮説 



３． 日本企業の対応 

18 



19 

○日本企業は、インターネットやソーシャル、モバイルの普及への対応に遅れ。 
○規模の経済やネットワーク外部性により、GoogleやAmazon等の米国企業が世界規模でプラ

ットフォームを確立。製造・サービス企業に対する優位性を確保。 
○国内ではプラットフォームとして一定シェアを有している日本企業も、グローバルではシェアを

確保できていない状況。 

プラットフォーム獲得競争での出遅れ 

 
    

    

    

 
    

    

    

 

 

 
 

 

 
 

 

 

＜日米の主要IT企業の売上高・雇用の比較＞ 

出典：経済産業省作成（2012年） 
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○モバイルの付加価値の源泉が機器単体の性能からサービスへ移行。 
○アップルとGoogleが、端末とサービスをつなぐレイヤーであるモバイルOSのプラットフォーム

を構築・寡占。 
○機器はコモディティ化し、付加価値の源泉を喪失。 

（参考）モバイル機器の例 

ソフトウェア 
（プラットホーム） 

ハードウェア 
＜世界のスマートフォンの出荷台数シェア＞ 

機器ベンダー別シェア ＯＳ別シェア 

出典：ＩＤＣ 

http://www.google.co.jp/url?url=http://www.forbes.com/companies/google/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=UoNtVOrcHaK4mAXW8oKgCQ&ved=0CBgQ9QEwAQ&usg=AFQjCNElZhQ21gIyHbKx3x0P8tx5Sea0mQ
http://www.google.co.jp/url?url=http://davy.preuveneers.be/phoneme/?q%3Dnode/28&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=8dluVNfLAcPGmAW8h4LYBg&ved=0CBYQ9QEwAA&usg=AFQjCNGgJ9mP006y0UA95bnVI0rYbwLDFw
https://www.google.co.jp/url?url=https://www.apple.com/br/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=I9tuVLCeHqj3mQWP-4DQBA&ved=0CBYQ9QEwAA&usg=AFQjCNFtr4eTE8SSbgB9LpbLHBTk9LZxxQ
http://www.google.co.jp/url?url=http://forteknowledge.com/by/minsk/ios-course/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=89tuVIexOOa4mwW094Ew&ved=0CBwQ9QEwAw&usg=AFQjCNHSQcCL_wwTS2iojDgqy3nlgBfoWg
http://www.google.co.jp/url?url=http://japan.chelseafc.com/sponsor/samsung&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=eNpuVMjdJeHVmAWolYKQCA&ved=0CBgQ9QEwAQ&usg=AFQjCNFIqO9XW-S4S1QuP2DWY-Ufp0rO8A
https://www.google.co.jp/url?url=https://www.apple.com/br/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=I9tuVLCeHqj3mQWP-4DQBA&ved=0CBYQ9QEwAA&usg=AFQjCNFtr4eTE8SSbgB9LpbLHBTk9LZxxQ
http://www.google.co.jp/url?url=http://www.lgnewsroom.com/newsroom/news_main.php?category%3D6&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=l-B1VInBCYH-8QXmoYCoAg&ved=0CBYQ9QEwAA&usg=AFQjCNHEdq-ETtF0JbOjRBreYPwlNswkbg
http://www.huawei.com/jp/index.htm
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○データ利活用に関心を持つ企業は多いが、具体的な利活用は手探り状態。 

データ利活用は手探り状態 

16 

48 

59 

77 

86 

110 

215 

0 50 100 150 200 250

その他（具体的に） 

具体的な課題があり、解決方法を見つけたい 

データを提供する先を見つけたい 

データを持っている企業と出会いたい 

ルール整備に参加したい 

ビジネスマッチングをしてみたい 

市場動向の把握 

＜データ駆動型イノベーション創出戦略協議会への参加動機＞ 

協議会参加メンバー 
民間企業222社 
大学 8大学 
行政・団体等 14団体 

出典：第１回データ駆動型イノベーション創出戦略協議会アンケートより経済産業省作成 



＜イノベーションにデータを活用していると回答した企業の割合＞ 

出典：「GEグローバル・イノベーション・バロメーター 2013年世界の経営層の意識調査」 
22 

○各国との比較でも、データ利活用による新たなビジネス創出に遅れ。 

データ利活用によるイノベーション創出の遅れ 
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○一部の企業では、データを活用したビジネスの高度化を実現。 
○気象情報サービス大手のウェザーニューズは、400万人超の会員から送られてくる天気や

空模様、スマホで撮影した画像を位置と共に集計し、過去の情報と照らし合わせることで、
天気予報の見直しに役立てている。 

一部の企業では先進的な取組  

出典：日経ＢＰ 「ビッグデータ総覧2013」 
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○時代に応じた事業の選択と集中が進んでおらず、既存事業の価値を低減させかねない大胆
な新事業への投資や機敏な変化の選択が困難。 

日本企業が抱える構造的問題（①固定的な事業戦略） 

＜事業分野の選択と集中（重電メーカーの例）＞ 

出典：第１回 日本の「稼ぐ力」創出研究会 

シーメンス 

16.8兆円 

15.8兆円 
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○経営トップが内部出身者に偏重しているのも、経営革新を困難にする一因。 

日本企業が抱える構造的問題（②経営者の内部登用への偏重） 

出典：Booz & Company 
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○ＩＴにより付加価値の源泉が単一のモノ・サービスから移行している中、経営者の意識は１０年間で
変化がなく、ＩＴを活用して競争力を最大化するビジネスモデルへの転換に遅れ。 

日本企業が抱える構造的問題（③経営のプライオリティの不在） 

 ＜iPhone4の各工程の付加価値＞ 

26.0% 

28.0% 

38.1% 

40.8% 

31.8% 

23.2% 

4.0% 

8.0% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2001

2012

企業の存亡を左右する、戦略的に非常に重要な位置付け 

効果的に活用すれば、ビジネスに戦略的に利用できる可能性を持った存在 

生産性や事務効率を向上させるうえで重要な役割を果たす 

重要と位置づけられていない 

出典：「ＩＴ戦略推進動向調査」ITR（2001年、2012年）（国内企業200社を対象） 

Ｑ：「経営者レベルでは、自社の情報システムをどのよう
に位置づけて考えていますか」 

 ＜変わらない経営者の意識＞ 

出典：ＯＥＣＤ（２０１１）Ｇｌｏｂａｌ Value Chains 



27 

○ＩＴの技術革新によりビジネス環境が大きく変革する中で、新たなビジネスの創出のためには、
リスクを恐れず革新的な取組を行うベンチャーの存在が鍵。 

○日本は米国に比べ、ゲームチェンジをもたらすようなベンチャーが育っていない。 

27 

日本企業が抱える構造的問題（④革新的ベンチャーが育たない） 

＜世界トップ2000社（Forbes Global 2000）の内、1980年以降に設立された企業（金融を除く）の比較＞ 

出典：ベンチャー有識者会議とりまとめ資料 

出典：ベンチャー有識者会議とりまとめ資料 

＜起業活動指数（アンケートを実施し、起業者・
起業予定者であるとの回答を得た割合（％）＞ 



○ITは効率化の手段という意識が強く、ＩＴ・システムを子会社や外注に委ねた結果、ITと経営戦略が
分離。データを有効に活用するための組織が未整備。 

28 

情報ｼｽﾃﾑ 

部門 

37.6% 

研究・開発部門 

5.4% 

経営企画･

事業計画 

部門 

37.6% 

営業・販売部門 

2.2% 

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部門 

12.9% 

その他 

3.2% 
無回答 

1.1% 

＜企業内でビッグデータ活用を推進する部門＞ 
（N=93） 

出典： 日経ビッグデータラボ 「企業におけるデータ活用の実態調査」報告書 2014年9月 

・企業内でビッグデータを担当する部門は、情報シス
テム部門、経営企画・事業計画部門に二分。 

 
・情報システム部門では、データの活用を企業戦略
の中に位置づけることが困難。一方で、経営企画・
事業計画部門には、専門人材が十分にいない。 

  

変革に対応出来ない組織 

出典：一般社団法人 電子情報技術産業協会（JEITA） 
 「ITを活用した経営に対する日米企業の相違分析」調査結果（2013年10月） 

＜ＩＴ予算を増額する企業における増額予算の用途＞ 
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3,303,710 

1,026,147 

1,812,225 
2,006,069 

出典：各国統計資料（米国労働省 労働統計局 等） 
    公知情報（NASCOMM、アジア情報化レポート、IPA IT人材白書2010） 
    その他：「ガートナー/Enterprise IT Spending by Vertical Industry Market, Worldwide, 
         2008-2014,2Q10 Update」の内部サービスコスト、及び「平均給与単価」に基づく推計値 

日米のＩＴ技術者の分布状況 （名） 

○日本のIT技術者数は、米国の１／３、中国の１／２程度。 

○米国では、IT技術者の7割以上がユーザ企業に在籍している他方、日本では、ITサービス企業に
IT技術者が集中。 

不足する専門人材 
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○ＩＴの急速な技術改革によるビジネス環境の変化に、現行制度が追いついていないことも、企
業がゲームチェンジをもたらすような新たなビジネスモデルに踏み出すことを躊躇する要因。 

30 

提供 パーソナル 
データ 

新サービス 

新商品 

新産業 

＜例：パーソナルデータの利活用＞ 

消費者 

 不安。 データが 
手に 
入らない 

事業者 

利活用の壁 
提供 

コンプライアンスリスクへの懸念 

＜既存の制度が想定していない新サービス例＞ 
 

・クラウドを活用した各種サービス 
・Ｗｅｂメールにおけるターゲティング広告サービス 
・３Ｄプリンタ用の３Ｄデータを共有するサービス 
・シェアリングを仲介するＷｅｂサービス 
・購入型クラウドファンディングサービス    等 



31 出典：ＭＭ総研2014年9月25日ニュースリリース（従業員数1,000名以上の日本企業300法人、米国企業300法人のセキュリティ担当者にアンケート結果） 
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セキュリティ上の懸念 

○ＩoTであらゆるモノがつながる社会において、ネットワークのセキュリティの重要性が増加。 
○増加するサイバー攻撃に対し、我が国のセキュリティ対策は遅れを取っている。 
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○経営上の構造的問題や制度の未整備により、プラットフォーム獲得もさる
ことながら、それ以前のデータ利活用にも遅れる日本企業。 

 
○ITによる産業の垣根を越えた大変革が不可避だが、モバイル機器での敗
北に続き、対応の遅れにより、我が国の強みであった自動車や工作機械を
始め、主要産業の国際的地位が脅かされるおそれ。 

 
○モノづくりや人の技能等に過度にこだわらず、「モノ」の売り切りモデルの
見直し、企業間連携による新しいビジネスモデルの導入、飛躍的生産性向
上、自動化などにより、従来のビジネスモデルを変えていくことが必要。 

 
○今後は、ITによる現状の「改善」という発想ではなく、全く新しいイノベーシ
ョンを生み出すという発想への転換が重要。 

仮説 



４． 論点 
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４．論点 

○前提として、これまで日本独自の進化を遂げても、国際競争力が減速してきているところ、この原因は何か。ま
た、「ガラパゴス化」しないための仕組みは何か。 

 

○ＩＴの技術革新により、ビジネス環境が大きく変化する中で、企業の経営や組織をどのように変えていくことが求
められるか。 
 ･･･例えば、 

 
 
 
 
 
 
 
 
○経営革新や新しいビジネスモデル創出に必要な人材をどのように育成し、また外部から受け入れていくべきか。 
   ･･･例えば、 
  

-ITで既存事業の向上を目指すだけでなく、全く新しい事業を創出するという意識が必要ではないか。 
-異業種交流のための場作りや、データ共有のための企業間連携の推進等のオープンイノベーションを国としてどう推進すべ
きか。 

-ＩＴ・データを経営戦略に組み込むには、ＩＴ・システムの下請け構造やデータ利活用のための組織体制はどのようにあるべき
か。ＩＴ部門をコストセンターではなくプロフィットセンターとして捉えていくことが必要ではないか。 

-様々なプレイヤーが連携する中、データの保有権限や責任分担の在り方についてどのように整理すべきか。 
-株式市場や投資家から攻めのデータ経営を促すため、どのような仕掛け作りをしていくべきか。 
 
 

-人材育成のための大学と企業との連携はどうあるべきか。 
-ＩTベンダー企業からユーザ企業へのIT人材の移動を促す取組が必要でないか。 
-各産業のニーズに応える人材育成の枠組みをどのように構築すべきか。（例えば製造業では、機械工学と情報工学の融合
した知識ニーズへの対応 等） 
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４．論点（２） 
 
○既存の制度が想定していないような新しいビジネスモデルに対し、国はどのように対応すべきか。 
   ･･･例えば、 
   
 
 
 

○ゲームチェンジの鍵となる、技術やビジネスモデルに革新をもたらすベンチャーをどのように育成すべきか。 

   ･･･例えば、 
   
 
 
 

○プラットフォーム構築に資する標準化戦略や、関連するＩＴの研究開発など、国の技術政策はどうあるべきか。 

   ･･･例えば、 
   
 
 
 
 

○ＩｏＴ時代に対応するための、セキュリティ政策はどうあるべきか。 

   ･･･例えば、 
    

-国はガイドラインや契約雛形等の策定等により、率先してグレーゾーンを解消すべきか。 
-将来のグローバル展開を見据え、欧米等との連携を視野に、いかなるルール形成をすれば新規市場獲得に繋がるのか。 
 
 

-革新的ベンチャー育成のためのエコシステムを構築するため、人的サポートをどう強化すべきか。 
-ベンチャーと大企業との連携をいかに推進するか。 
-これまで「改善」のみにＩＴを使っていた企業が、ＩＴを使い、発想を変えたビジネスを展開するためにどのような取組が必要か。 

-データフォーマットや機器間接続の標準化を目指すための場作りなどを国はどのように推進すべきか。 
-標準化のみならず、それを使って企業が国際市場を獲得していくためにはどのような支援が必要か。 
-欧米のコンソーシアム等と連携するか、独自に仕組みを構築するかなど、企業間の連携はどうあるべきか。 
-急速な進歩を遂げるＩＴ分野における案件採択の目利きはいかに確保し得るか。 
 

-ネットワーク化されるシステムごとのセキュリティポリシーはどうあるべきか。 
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